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バイデン氏と日米連携資産 

--エネルギー・気候外交と中国-- 

・ 日米連携は最大の遺産 

・ ＩＲＡはパリ協定復帰の象徴 

・ 米国、クリーン産業政策に重点 

・ 日本、戦後最大のエネ改革へ 

・ 日米は補完的な関係 

・ 日米連携を試す中国脅威論 

・ 筆者のコメント 

・ 後藤教授「コラムニストの眼」＜2＞ 

 

■  日米連携は最大の遺産 

最良のパートナーだった 

「日米両国は未来のためのグローバル・

パートナーである----」 

 4 月、日米首脳会談（ワシントン）の共

同声明で、バイデン大統領と岸田総理はこ

う呼び合い、「過去３年間を経て、日米同盟

は前例のない高みに到達した」と称賛した。

（本誌４月号＝第 249号）。 

 日米エネルギー・気候連携は、両国にと

って最良の時期において得られた成果で、

カーボンニュートラル実現に向け、日本の

ＧＸ（グリーン・トランスフォーメーショ

ン）と米国のＩＲＡ（インフレ削減法）の

補完関係とシナジー効果の共有が期待さ

れた。 

さて、バイデン政権の満期（４年）はあ

と４週間弱を残すだけとなった。日本側は

歴代の菅、岸田と石破（現在）の３総理が

それぞれ登場し、あわただしい対応ぶりだ

った。 

本号では、バイデン政権の遺産を省みつ

つ、前半パートは日米連携について主に政

府側の発表を読み、また、後半は急ピッチ

に台頭する中国との対立分野について中

国側の研究資料を含めて検証を試みる。 

主な用語説明（日米政府側の文書より） 

〇 「カーボンニュートラル」（ＣＮ）は、パリ

協定のもと、先進国は５０年までに温室効果ガ

ス排出量を正味ゼロにすると宣言。 

〇 「グリーン・トランスフォーメーション」（Ｇ

Ｘ）は、産業革命以来の化石エネルギー中心の産

業構造・社会構造をクリーンエネルギー中心へ

転換し、エネルギー安定供給確保、経済成長、脱

炭素の 3 つの同時実現を目指す。戦後日本にお

ける産業・エネルギー政策の大転換を意味する。 

〇 ＩＲＡ（インフレ削減法）は、米国はクリー

ンエネルギー導入に係る税額控除等を通じて、

エネルギー安全保障と気候変動対策の促進を図

る。関連法として、補助金を内容とする超党派の

ＢＩＬ（インフラ法）がある。 

 

■ ＩＲＡはパリ協定復帰の象徴 

「気候危機」カードで当選勝利 

２０年の米大統領選挙ではバイデン氏

は気候変動を差し迫った危機と捉え成功

し、僅差でトランプ氏に勝利した。 

他方、当時連続の２期目を狙ったトラン
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プ氏は、バイデン氏の気候戦略を米経済界

への脅威と見なして有権者に訴えたが及

ばなかった。選挙公約で気候危機にあまり

触れなかったのが敗因の一つだ。 

再エネ産業にシフト 

バイデン政権の選挙公約は、パリ協定へ

の復帰を果たし、政権の旗艦プロジェクト

であるＩＲＡを誇示した。当初は気候危機

対策に、次いで再エネ産業に政策の重点が

シフトした。その背景に台頭する中国の存

在がある。 

ＩＲＡ/ＢＩＬで補助・税制優遇 

 ２２年に成立したＩＲＡの特徴は、クリ

ーンエネルギー導入に係る税額控除等の

優遇策である。北米で組み立てられたＥＶ

に、1 台あたり最大７５００ドル（約１２

０万円）の税額控除のインセンティブを与

えて普及を促す。 

また、超党派で推進するＢＩＬと一体化

して、石油・天然ガス開発のための新規リ

ース契約を支援し、ＣＯ２回収や水素の新

技術に加え、電気自動車（ＥＶ）や再生可

能エネルギー、蓄電池への補助金制度を充

実して投資を促すことをまとめた。 

■ 米国、クリーン産業政策に重点 

ＣＯＰ２９でＩＲＡを強調 

ＣＯＰ２９会議（１１月開催、アゼルバ

イジャン首都バクー）では、米国のトップ

気候変動交渉官であるジョン・ポデスタ氏

はＩＲＡ/ＢＩＬについて、次のとおり気

候イニシアティブを強調した。 

（1）米国はクリーンエネルギー技術に

約５０００億ドル（７３兆円）を投じた。 

（2）米民間部門は、今後も世界的なエネ

ルギー転換に資本を提供し続ける。 

（3）米国の原子力エネルギー部門の拡

大は超党派の幅広い支持を背景に、５０年

までに原子力発電能力を 3倍に増やす。 

（4）米国の多くの州政府や自治体は、気

候危機の緊急性を訴える団体「アメリカ・

イズ・オール・イン」（“米国は決してゆる

がない”）を通じてパリ協定の目標実現に

引き続き取り組む。 

気候政策はグローバル、産業は保護的 

バイデン政権は、ＩＲＡ関連法の支援に

よる気候政策からスタートして産業政策

に転換し、保護主義的な「Ｍａｄｅ ｉｎ 

ＵＳＡ」の復活をめざしている。半面、Ｉ

ＲＡ施行後、２年が経ってもかならずしも

順調とはいえないとの批判もある。 

■ 日本、戦後最大のエネ改革へ 

日本：ＧＸ推進法の成立とエネ計画を改定 

 日本では、ＧＸ推進法①が２３年に成立

して、次の４項目を掲げ、総額１５０兆円

規模の投資を見込む。 

① 徹底した省エネの推進 

② 再エネの主力電源化 

③ 原子力の活用 

④ 水素・アンモニア、メタネーション、

航空燃料、合成燃料等と蓄電池など。 

エネ基、「原発を最大限活用」に転換 

１２月改定が固まった第７次エネルギ

ー基本計画（エネ基）の原案は、△エネル

ギー安定供給、△経済成長と△脱炭素を同

時に実現していくため、「４０年に向けた

方向性」と次の目標（５項目）を掲げた。 

① 再エネを主力電源とする。バラン

スのとれた電源構成を目指す。 

② （現行計画の「可能な限り原発依

存度を低減する」との文言を改め）再エ

ネ、原子力などエネルギー安全保障に寄

与し、脱炭素効果の高い電源を最大限活

用する。 

③ 再生エネか原子力かといった二項
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対立的な議論ではなく、あらゆる選択肢

の検討が必要。 

④ 脱炭素化に伴うコスト上昇を最大

限抑制する。 

⑤ 脱炭素への過渡期の手段としてＬ

ＮＧの確保し、非効率な石炭火力の段階

的削減を促進する。 

■ 日米は補完的な関係 

「日米の役割は補完的、シナジーを発揮」 

経産省が発表するエネルギー白書（２４

年）によれば、「日本のＧＸ及び米国のＩＲ

Ａによる脱炭素化の加速に向けた日米両

国の取組みが、補完的な関係にあり、シナ

ジーを発揮するとの認識を共有した」と評

価した。 

日本ではガソリン補助金利用論も登場 

日本のＧＸ財源が不足しているため、ガ

ソリン補助金を利用できないか、という話

題が霞が関や永田町で出ている。現行の補

助金制度はいずれ廃止することになって

いるので、そっくりＧＸ予算に回して財源

化できないかという。 

これに対して「そもそも化石燃料への補

助金は、いわばマイナスの炭素税を導入に

すること他ならない」「日本のガソリン補

助金はその典型例だ」との批判も強い（東

京大学特任教授・有馬純氏）②。 

（なお、「ＧＸはどこから来たのか」につ

いて、ポスト石油戦略研究所代表の大場紀

章氏は分かりやすく解説している③） 

■ 日米連携を試す中国脅威論 

再エネ超大国の中国 

ＩＥＡによると、２２年時点で世界の蓄

電池とＰＶパネルの製造設備容量の７

０％以上、また風力発電タービンでは約６

０％、ヒートポンプと水電解設備容量の約

４０％を占めた。また、ＥＶの生産・販売

台数は、いずれも世界トップの座を維持し、

さらに、原子力技術など低炭素技術の分野

をリードしている。 

中国技術に依存 

重要鉱物については、資源や精錬・加工

段階で、中国など特定国への供給偏在が存

在する。 

米国は、太陽光パネルやＥＶ向けなどの

電池では７割を中国に依存している。デジ

タル化技術や原子力などの脱炭素化を担

う技術分野での中国への依存度が高い。 

図表：再エネや蓄電池などに多く使われる重要鉱物 

システム要素技術   必要となる鉱物資源 

 

 

再 

エ 

ネ 

発 

電 

・ 

蓄 

電 

池 

風力発電 銅、アルミ、レアアース 

太陽光発電 インジウム、ガリウム、セ

レン、銅 

地熱発電 チタン 

 

大容量発電 

バナジウム、リチウム、コ

バルト、ニッケル、マンガ

ン、銅 

 

 

 

自 

動 

車 

蓄

電

池 

・ 

モ

ー

タ

ー

な

ど 

リチウムイオン

電池 

リチウム、コバルト、ニッ

ケル、マンガン、銅 

全固体電池 リチウム、ニッケル、マン

ガン、銅 

高性能磁石 レアアース 

燃料電池（電極・

触媒） 

プラチナ、ニッケル、レア

アース 

水素タンク チタン、ニオブ、亜鉛、マ

グネシウム、バナジウム 

（出典：十市勉氏の執筆パート「再生可能エネルギーの地政学」

よりリアレンジ、新刊「日本再生の道を求めて」（主宰・草野成

郎氏）第１５章、エネルギーフォーラム社、２０１４年１１月）。 

サプライチェーンと米国防条項 

バイデン政権による「米国サプライチェ

ーンに関する大統領令」は、半導体製造や

高度なパッケージング、大容量電池、重要



 新・ジオポリ 第 257号 2024年 12月号   

 

4 

 

な鉱物、レアアースなどの重要な鉱物のサ

プライチェーンのリスクについて、特に国

防上、重要鉱物に大きく依存していること

に懸念を深めている。 

米大統領令は①重要鉱物の供給の集中

②単一の供給源③価格に対する脆弱性な

どの持続可能性リスクを指摘する。 

中国１位、米国２位、日本は５位の排出量 

日本の炭酸ガス排出量は、世界全体の

３％で中国、米国（１３％）、インド、ロシ

アに次いで５番目で、日米合わせても中国

（３２％）より少ない（ＩＥＡ調査、２０

年対象）。 

逆に、中国は再エネ・脱炭素のポテンシ

ャルがきわめて大きく、国際交渉ではフル

に利用している。 

過剰供給力で市場シェアを拡大 

中国は世界の電力需要増の４０％を占

める半面、大規模な過剰供給力・過剰設備

を抱え、貿易・市場の不均衡が増している。 

これに対して、バイデン政権は貿易法案

や関税を導入して国内産業を保護する動

きを強め対抗姿勢を強めている。 

中国は規模の経済で優位 

重要鉱物の市場分野では、特に黒鉛やリ

チウムなどの対中依存は圧倒的で、その上

技術革新は常に１０年先を見込んでいる。

日米はＧＸ/ＩＲＡ関連の補助金を合わせ

ても規模の経済では追いつけないという

（ウオールストリートジャーナル紙）。 

他方、習近平氏の一帯一路の存在感と域

内外の地政学的・地経学的な緊張状態が交

じり合って先行きは不確実・不透明である。 

バイデン氏は対中関税で対抗 

２３年中国は、ＥＶ製造で使用するレア

アース・ネオジム磁石について、米国向け

の加工技術を輸出規制の対象にした。これ

に対して米国は、中国製ＥＶに１００％、

ＥＶ用バッテリーに必要なネオジム磁石

と黒鉛に２５％の関税（現在はゼロ）をそ

れぞれ課すと表明した（前出・図表参照）。 

「日米は同盟関係を優先」（中国専門家） 

中国の若手の学者・王英良氏（復旦大学）

は次のとおり興味深く論じた。 

（1）バイデン氏は日米など同盟国の重要

性を強調し、（気候・エネルギー関係の）目

標を達成するために伝統的な米国の同盟

外交を利用する傾向が強い。 

（2）いま世界では、異なるカテゴリーに属

する２つの鉱物貿易リンクが出現した。 

（3）一つは中国で、二つは米国・西側主導

の「重要鉱物同盟」である。 

（4）中国は「産業指導＋多国籍企業の自主

性」に代表され、主に商業的観点から鉱物

投資や特定国との貿易を促進し、相互利益

とウィンウィンの結果をもたらす。 

（5）米国・西側は政治的な対立を掲げる 

「政府産業政策＋同盟体制」で、中国を排

斥し、中国を「仮想敵国」として扱う④。 

■ 筆者のコメント 

 バイデン政権は野心的な旗艦プロジェ

クトのＩＲＡ宣言を掲げ、４年間のフルマ

ラソンを終えまもなくテープを切る。しか

し、１１月大統領選挙では、同僚のハリス

候補（副大統領）は大敗したのは誤算だっ

た。 

他方、既にトランプ 2.0が事実上スター

トし、ＩＲＡ批判を強めている。 

日本のエネルギー・気候戦略と日米提携

関係にどのようなインパクトがあるか、未

知の世界が広がる。 

日本側は、バイデン時代とは異なるプラ

ンＣを準備して、政権交代のダメージをコ

ントロールする必要がある。対中政策がキ

ーポイントになるだろう。 
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■ 後藤教授「コラムニストの眼」 

＜亜細亜大学都市創造学部・後藤康浩教授

のコーナー ２＞  

『ＥＶの石油消費押し下げに抵抗できな

いトランプ 2 . 0』 

2 0 2 4年の世界の N E V（B E Vと P H 

E Vの合計）販売台数が 1 7 0 0 万台に達

する模様だ。 

ＮＥＶ: 新エネルギー自動車 

ＢＥＶ：（バッテリー式）電動自動車 

ＰＨＥＶ：プラグインハイブリッド自動車 

2 3年比で 2 3％増と大きく伸びた。世

界の N E Vの保有台数は 4 0 0 0万台に近

づいている。 

1 6億台といわれる世界の自動車保有台

数からみればまだ 2 . 5％にすぎないが、

普及の臨界点は近づきつつある。 

同時に N E Vが石油消費に明らかな打撃

を与える時期も迫っている。国内石油資源

の開発にドライブをかけようとするトラ

ンプ大統領には聞きたくない話。 

特に気にくわないのは、世界の N E V販

売の 3分の 2を中国が占めていることだろ

う。世界最大の原油輸入国が新車販売の 3

分の 1以上を N E Vに転換し、普及のペー

スを上げていることは石油需要への確実

な下押しになるからだ。 

エネルギーと食料の安全保障に敏感な

習近平政権はトランプ政権の「武器として

の石油」を無効化しようとするのは当然だ。 

既にかつて米国が最大の対中供給国だっ

 
① 「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推

進に関する法律（２３年成立）」 
② 新刊「日本再生の道を求めて」、編著：日本

の再生を考える勉強会、発行：エネルギーフォ

ーラム社、2024 年 11 月、464 ページ。 

た大豆はブラジルに取って代わられ、トラ

ンプ政権は対中カードを失った。 

 

中国は戦略に常に複数の目的を持たせ

ようとする。N E V普及が自動車産業のゲ

ームチェンジャーとなり日本、ドイツ、米

国を追い落とす目的とすれば、着実に成果

は出ている。 

もう一つの目的が石油消費削減を通じ

た米国など産油国のエネルギー覇権を崩

すことであれば、その方向に流れが動き始

めた。 

トランプ 2 . 0にとって、中国の N E V

は関税でも抑えきれない難敵になる。 

（編集注：後藤康浩教授は、元日本経済新聞社論説

委員・編集委員。テレビ東京「未来世紀ジパング」

のキャスター。日経時代にバーレーン、ロンドンと

北京の特派員）■ 

 

＜年末謝辞＞ 

（一社）中国研究所２１世紀シルクロード研究会

代表を辞しましたのでお知らせします。 

１０年間にわたりのべ５０回の開催数に至りま

したところ、ご来場を戴いた講師の方、またズーム

を含めてご参加いただいた方、さらに中国年鑑・編

集委員に任じられた際、お世話になったスタッフの

増本裕江さんらに、この誌面を借りて、厚く御礼申

し上げます。 

 今後は、激動するグローバル情勢を前にエネルギ

ー地政学を深堀して、情報発信に専心する積りです。

引き続きご支援・ご教示をいただければ幸いです。 

 どうか良いお年をお迎えください。 
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